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　2025年度は経営３か年計画の中間年度であり、「地域支援力・営業力の強化」「経営力・内部管理態勢の強化」「人材力・
組織力の強化」に重点的に取り組み、協同組織金融機関として、会員・地域住民の皆さま、地域の関係諸機関との連携をさ
らに深め、地域経済の活性化、持続的な発展に寄与すべく、地域の事業者の皆さまや個人のお客さまの資金ニーズに積極的
に取り組み、顧客サービスの一層の向上を図り、経営の健全性の維持・向上に努めました。
　わが国経済は、原材料価格の高止まりや慢性的な人手不足といった課題が残るものの、賃上げや設備投資の増加が見られ、
全体でみると引続き緩やかな回復基調を維持しています。しかし中小企業等を取り巻く環境は、従業員への賃上げによる人
件費増や、円安やインフレなどを背景としたコスト増のみならず、中東情勢悪化によりエネルギー関連や原材料価格高騰に
拍車がかかるなど、困難な課題が複合的に押し寄せており、経営者は引き続き難しい舵取りを強いられています。さらに、
日銀によるマイナス金利政策の解除を契機に日本経済は「金利のある世界」へ移行しており、財務基盤が脆弱な中小企業等
は金利上昇による資金調達コストの増加が事業活動の停滞や雇用縮小に繋がり、今以上に厳しい経営環境へ陥る懸念があり
ます。金融機関においても市場金利上昇に伴いお客さまへの預金利息支払が増加、債券価格の下落によって保有有価証券の
含み損が膨らむなど、厳しい経営環境が続いています。
　このような状況の中、当金庫は今後も最大の財産である地域との絆を育みながら、地域連携と広域ネットワークを最大限
に活用して、地域やお客さまの利便性を重視した金融サービスと中小企業の活性化に取組んでまいります。

■事業の概況

2025年度の決算概況は次のとおりです。

（１）主要勘定
　預金積金は平均残高が1,931億円（前年度比2億円、0.14％減）、期末残高が1,923億円（同10億円、0.54％減）、貸
出金は平均残高が777億円（同6億円、0.87％増）、期末残高が784億円（同4億円、0.58％増）となりました。有価証
券は平均残高が570億円（同6億円、1.08％増）、期末残高が533億円（同1億円、0.23％減）となりました。預け金は
平均残高が615億円（同3億円、0.49％減）、期末残高が619億円（同12億円、2.12％増）となりました。

（２）損益の状況
　経常収益は、役務取引等収益は減少しましたが、貸出金利息や預け金利息、有価証券利息配当金等が増加したことで
30億70百万円（前年度比7億66百万円増）となりました。一方経常費用は、政策金利引上げに伴い預金利息支払いが
大幅に増加したことに加え、有価証券メンテナンスに伴う国債等債券売却・償還損、貸倒引当金繰入額、人件費や物件
費など、ほぼ全項目増加したことで29億36百万円（同7億46百万円増）となりました。これにより経常利益は1億34
百万円（同19百万円増）となりました。特別利益14百万円(同14百万円増)、特別損失14百万円（同13百万円増）、
税引前当期純利益は1億33百万円（同20百万円増）となり、法人税、住民税および事業税3百万円、法人税等調整額△
50百万円により、当期純利益は1億80百万円（同1億6百万円減）となりました。

■業績

　2025年度は取引先が内外の政治経済情勢の動向に翻弄されることがないよう状況をしっかりと把握し、資金繰り支援
のみならず課題解決に向けた様々な金融支援に取り組んできました。引続き2026年度も小規模事業者や中小企業等は難
しい経営課題に直面する状況が続くと思われることから、単なる資金繰り支援のみならず、企業成長に向けた経営改善や
事業再生、人材確保やＭ＆Ａ・事業承継に向けた支援に加え、販路拡大やビジネスモデルの再構築、ＤＸ・ＧＸ対応など
取引先の実情に応じた支援をするためのソリューション提供機能充実に努め、顧客と地域社会が抱える様々な課題解決に
貢献していく必要があります。
　また2025年12月、金融庁から地域経済に貢献するための「地域金融力」を強化する具体的施策を取りまとめた「地
域金融力強化プラン」が公表されました。同プランでは「①地域企業の価値向上への貢献・地域課題の解決」および「②
地域金融力発揮のための環境整備」に向け、営業エリアで有効な支援施策を適切に選択し、既に取り組んでいるものも含
め、お客さまのニーズに沿ったサービスを提供し、今まで以上に地域との連携を深めることにより地域経済を活性化させ、
地域社会を持続可能なものとしていくことが求められています。当金庫はこうした役割を果たすべく、これまで以上に営
業力の強化を図り、財務基盤を一層安定的なものとしていくことが何よりも不可欠であることから、face to faceを活か
した事業性評価やコンサルティング機能を更に強化し、取引先の様々なニーズに応えるべく付加価値の高い金融サービス
の提供に努めてまいります。

■事業の展望と課題
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項　　　目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

経常収益 千円 2,098,986 2,003,938 2,248,206 2,304,518 3,070,673

業務純益 千円 191,481 280,913 246,171 164,085 155,118

経常利益 千円 175,412 62,964 233,421 114,160 134,090

当期純利益 千円 159,152 70,969 208,265 286,928 180,827

出資総額 百万円 677 672 676 708 697

出資総口数 千口 13,559 13,449 13,539 14,170 13,951

純資産額 百万円 6,837 5,455 6,292 5,333 5,780

総資産額 百万円 208,832 198,473 198,618 199,681 198,990

預金積金残高 百万円 191,327 192,086 191,395 193,383 192,344

貸出金残高 百万円 71,452 74,111 75,555 78,030 78,486

有価証券残高 百万円 53,562 56,038 54,925 53,467 53,345

単体自己資本比率 ※ % 10.85 10.63 10.65 11.86 11.95

出資に対する配当金（1口当たり） 円 １ 1 1 1 1

役員数 人 12 12 12 10 10

うち常勤役員数 人 ７ 7 7 5 6

職員数 人 154 155 153 150 149

会員数 人 16,657 16,030 15,999 16,690 16,473

※単体自己資本比率 :   信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫がその保有する資産等に照らし、
自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために、金融庁長官が定める基準にかかる算式に基づき算出してい
ます。
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